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厚生労働省

１．外国人労働者の現状について

令和５年１０月末時点「外国人雇用状況の届出状況のまとめ」

【全国】

雇用事業所数： ３１８，７７５社（令和４年：２９８，７９０社）

【業種別】 卸小売業（５９，４９７社）、製造業（５４，９８０社）

宿泊・飲食サービス（４５，４９５社）

建設業（３９，４１５社）サービス業（２５，０５４社）

医療・福祉（２０，５３７社）

【地域別】 東京都（７９，７０７社）、大阪府（２５，４５０社）

愛知県（２５，２２５社）、神奈川県（２０，８８４社）

埼玉県（１６，７３４社）、千葉県（１３，５４５社）



厚生労働省

１．外国人労働者の現状について

令和５年１０月末時点「外国人雇用状況の届出状況のまとめ」

【全国】

外国人労働者数： 2,048,675人（令和４年：1,822,725人）

【国籍別】 ベトナム（518,364人）、中国（397,918人）

フィリピン（226,846人）、ネパール（145,587人）

ブラジル（137,132人）、インドネシア（121,507人）

【在留資格】 専門的・技術的分野（595,904人）

技能実習（412,501人）、資格外活動（352,581人）

永住者（371,296人）、定住者（125,585人）

日本人配偶者（100,977人）
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１．外国人労働者の現状について

令和５年１０月末時点「外国人雇用状況の届出状況のまとめ」

【全国】

外国人労働者数： 2,048,675人（令和４年：1,822,725人）

【業種別】 製造業（552,399人）、サービス業（320,755人）

卸小売業（263,555人）、宿泊・飲食業（233,911人）

建設業（144,981人）、医療・福祉（90,839人）

【地域別】 東京都（542,992人）、愛知県（210,159人）

大阪府（146,384人）、神奈川県（119,466人）

埼玉県（103,515人）、千葉県（78,854人）

静岡県（74,859人）、福岡県（64,990人）
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１．外国人労働者の現状について

令和５年１０月末時点「外国人雇用状況の届出状況のまとめ」

【奈良県】

雇用事業所数： 1,628社（令和４年：1,454社）

【業種別】 製造業（430社）、卸小売業（259社）

医療・福祉（204社）、宿泊・飲食業（198社）

建設業（194社）、サービス業（99社）

【規模別】 30人未満（862社）、30～99人（370社）

100～499人（211社）、500人以上（48社）

不明（137社）



厚生労働省

１．外国人労働者の現状について

令和５年１０月末時点「外国人雇用状況の届出状況のまとめ」

【奈良県】

外国人労働者数： ８，４４７人（令和４年：７，０７２人）

【国籍別】 ベトナム（３，３８７人）、中国（１，１６６人）

ミャンマー（６６２人）、フィリピン（６３８人）

インドネシア（５６３人）、ネパール（３２９人）

※ミャンマー、インドネシアは前年比６割以上の増となった。

※ペルー、ブラジル（日系）は減少傾向。

【在留資格】 技能実習（２，９９５人）

専門的・技術的分野（２，５６０人）

資格外活動（１，０２４人）、永住者（８４５人）

特定活動（５１４人）、日本人配偶者（２９４人）

定住者（１７９人）



厚生労働省

１．外国人労働者の現状について

令和５年１０月末時点「外国人雇用状況の届出状況のまとめ」

【奈良県】

外国人労働者数： ８，４４７人（令和４年：７，０７２人）

【業種別】 製造業（３，３１１人）、医療・福祉（１，２２５人）

卸小売業（１，０９０人）、建設業（７３０人）

サービス業（６５３人）、宿泊・飲食（５１３人）

教育・学習支援（２８７人）

令和４年から増加率

卸小売業（３８．３％）製造業（２４．３％）宿泊・飲食（２４．２％）

建設業（２２．７％）医療・福祉（２２．５％）

※サービス業は▲１３．７％と減少している。
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２．外国人労働者が増加している背景
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（出所） 総務省「国勢調査（年齢不詳をあん分した人口）」および「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）：出生中位・死亡中位推計」
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20~64歳人口は6,870万人から4,234万人まで減少。
ＤＸ化を図っても人材不足は解消しない。
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２．外国人労働者が増加している背景

日本商工会議所・東京商工会議所が2023年に全国の企業を対象に実施した調査

「人手不足の状況及び多様な人材の活躍等に関する調査」

・回答企業の６８．０％・・・人手不足と回答

・回答企業の６７．８％・・・外国人材の受入拡大すべき

※単に人材確保だけでなく、外国人材を受入れることで国際競争力の強化

につながると考える企業が多い。
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２．外国人労働者が増加している背景

・政府方針（平成１１年閣議決定「第９次雇用対策基本計画」）

「我が国の経済社会の活性化や一層の国際化を図る観点から、専門的・技術的

分野の外国人労働者の受入を積極的に推進する。」

いわゆる「単純労働」と呼ばれる分野への受入は、国民生活に多大な影響を及

ぼすことから十分慎重に対応する。

・国際貢献に基づく発展途上国からの「技能実習」の受入開始（平成５年）

あくまで発展途上国への技能移転が目的である。

・ＥＰＡ（経済連携協定）による医療介護分野の受入開始（平成２０年）

インドネシア（平成２０年）、フィリピン（平成２１年）、

ベトナム（平成２６年） 令和５年度時点：延べ９，０００人超え
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２．外国人労働者が増加している背景

在留資格 在留者数
EPA介護福祉士・候補者 在留者数：3,213人（うち資格取得者1,069人）

※2023年6月1日時点（国際厚生事業団調べ）
在留資格（介護） 在留者数：6,284人

※2022年12月末時点（入管庁）
技能実習 在留者数：15,011人

※2022年6月末時点（入管庁）
特定技能（１号） 在留者数：19,516人

2023年３月末時点（速報値）（入管庁）

介護分野の外国人在留者数

技能実習及び特定技能（１号）は、在留期間の上限（５年）があり、在留資格「介護」に変更する
ことで⻑期の雇⽤が可能となる。
在留資格「介護」に変更するためには「介護福祉士」資格を取得することが要件。
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３．外国人労働者雇用の基本ルール

外国人雇用状況届出制度

「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等

に関する法律」（昭和４１年法律第１３２号）

第２８条

事業主は、新たに外国人を雇い入れた場合又はその雇用する外国人が離職

した場合には、・・・その者の氏名、在留資格、在留期間、その他・・・

厚生労働大臣に届け出なければならない。

※「特別永住者」「外交」「公用」の方は、適用除外。

※雇用関係があるものは、例え２～３日のアルバイトであっても全て届出の

対象となります。

「委任」「請負」は雇用関係ではないため届出の対象外。

※届出を怠った場合、３０万円以下の罰金に処されることがあります。
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３．外国人労働者雇用の基本ルール

外国人雇用状況届出制度に基づく届出の方法

雇用保険の被保険者になる場合

（週所定労働時間20時間以上、31日以上の雇用期間）

雇用保険被保険者資格取得届（離職の場合は資格喪失届）に必要事項を記入

して、管轄のハローワーク（雇用保険適用部門）へ提出してください。

【届出期限】

資格取得届：雇い入れ日の翌月１０日まで

資格喪失届：離職日の翌々日から１０日以内

雇用保険の被保険者にならない場合

様式第３号「外国人雇用状況届出書」に必要事項を記入して、管轄のハロー

ワーク（求人・事業所相談部門）へ提出してください。

【届出期限】

雇い入れ時：雇い入れ日の翌月末まで

離職時 ：離職日の翌月末まで
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３．外国人労働者雇用の基本ルール

外国人雇用状況届出制度に基づく届出の方法の注意点

労働条件の変更により雇い入れた後に雇用保険に加入（喪失）する場合。

事例１ 臨時アルバイトで雇用 → 条件変更で雇用保険に加入

臨時アルバイト雇用の際に様式第３号「外国人雇用状況届出書」提出

※雇用保険被保険者資格取得届提出時に「外国人雇用状況届出書」

提出済みと申し出てください。

事例２ 正規雇用から臨時アルバイトに変更になった場合

雇用保険被保険者資格喪失届と様式第３号「外国人雇用状況届出書」

を提出してください。

※雇用保険被保険者資格喪失届だけだと完全に離職した状態となる

ため。
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３．外国人労働者雇用の基本ルール

外国人雇用状況届出制度に基づく届出の方法の注意点（お願い）

雇い入れ中に「在留資格」が変更になった場合。

【例】「留学生」のアルバイトを雇用していて、学校卒業後にそのまま雇用し、

在留資格が「技人国」等に変更になった。

【例】「技人国」で雇用していたが結婚により「日本人の配偶者」に変更になった。

※法令上、届出が義務づけられているのは「雇い入れた」「離職した」場合

ですが、外国人労働者の雇用状況を的確に把握するために途中で「在留資格」

が変更になった場合も管轄ハローワークへ申出いただくようお願いします。
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３．外国人労働者雇用の基本ルール

外国人労働者の適切な雇用管理

法第７条

「事業主は、・・その雇用する外国人が有する能力を有効に発揮できるよう、・・

雇用管理の改善に努めるとともに・・離職する場合において、当該外国人が

再就職を希望するときは、・・必要な措置を講ずるように努めなければ

ならない。」

外国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対処するための指針

（外国人雇用管理指針）
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３．外国人労働者雇用の基本ルール

外国人雇用管理指針の主な内容

募集・採用時

日本国籍でないこと、外国人であることのみを理由に、採用面接などの応募を

拒否することは公平な採用選考の観点から適切ではありません。

法令の適用

日本人と同様に労基法や健康保険など労働関係法令が適用されます。

適正な人事管理

雇用契約書や就業規則などは母国語で翻訳するなど外国人が理解できるよう配慮

が必要です。また、日本人なら理解できる慣行や風習も外国人には馴染みのない

ものは、事前に説明し理解を求める必要があります。

解雇等の予防と再就職援助

外国人であることのみをもって解雇することはできません。

やむなく人員整理等で離職させる場合は、再就職支援に務めてください。
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３．外国人労働者雇用の基本ルール

外国人雇用管理アドバイザーのご利用案内

外国人労働者の雇用管理に関する課題について、専門的知識を有する外国人雇用

管理アドバイザーが無料で相談を行います。

ご利用にあたっては、管轄のハローワークまでお申し付けください。

※相談は事業所訪問を基本としますが、場合によってはオンライン相談も対応

できます。

相談事例

・外国人の雇用にあたって、労働条件や雇用管理をどうすればよいか。

・外国人労働者の日本語能力に合わせた職場作りをどうすればよいか。

・職場環境、生活環境への配慮をどうすればよいか。 など。



厚生労働省

３．外国人労働者雇用の基本ルール

不法就労の防止

令和５年度の不法就労の状況 ※入管局統計資料より 単位（人）

全国で１２，３８４（うち男性が８，９２８）

主な国籍：ベトナム（５，５３０）タイ（２，６９１）中国（１，３１５）

主な職種：農業従事（４，０６６）建設（３，１６０）工員（１，７１７）

主な地域：茨城（２，７４８）千葉（１，９１５）群馬（１，３３３）

埼玉（１，１７２）愛知（１，０５０）。 ※奈良（１５）

※在留期限を越えた就労、在留資格以外の就労が目立つ。

※不法就労者を雇用した場合、雇用主も「不法就労助長罪」で問われることも。

外国人労働者を雇用する際には、必ず、「在留カード」等で雇用できるかどうかを確認してくだ

さい。また、在留資格で認められている就労以外の就労をさせることは不法就労助長罪となりますの

でご注意ください。
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４．技能実習制度・特定技能制度の概要

技能実習制度（平成５年創設）

目的

国際貢献に基づき発展途上国に対して技能移転を行うことが目的となり、実習生は日本で技能を

習得した後、母国に帰国します。

特徴

・一般的に監理団体を通じて実習生を受け入れします。実習期間は最大５年間となります。

・技能実習機構の認定を受けた実習計画に基づき実習を行います。また、実習期間中は原則として

転職できません。

※令和７年度以降に「育成就労制度」に移行する予定です。

特定技能制度（平成３１年４月創設）

目的

深刻化する人材不足対策として特定分野に限って外国人労働者を受入れることができます。

特徴

・特定技能１号 在留期間に通算５年の制限があります。また、登録支援機関等による支援を行う

必要があります。家族帯同は基本的にできません。

・特定技能２号 在留期間の制限がありません。登録支援機関による支援は不要。家族帯同も可能。

※特定分野「介護」については、１号のみ対象分野となります。
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５．関係機関等

大阪出入国在留管理局 電話 ０５７０－０６４２５９

・在留資格に関すること

外国人在留支援センター（FRESC） 電話 ０３－５３６３－３０１３

・在留支援の相談、受入企業の相談など

外国人技能実習機構（OTIT） 大阪事務所 電話 ０６－６２１０－３３５１

・技能実習制度に関すること

国際人材協力機構（JITCO） 電話 ０３－４３０６－１１００

・技能実習生や特定技能外国人等の受入支援に関すること
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５．関係機関等

日本貿易振興機構（JETRO） 電話 ０３－３５８２－５５１１

・高度外国人材の活躍推進に関すること

公益社団法人 国際厚生事業団（JICWELS） 電話 ０３－６２０６－１１３８

・EPA（経済連携協定）に基づく外国人材受入の相談

大阪外国人雇用サービスセンター 電話 ０６－７７０９－９４６５

・外国人求職者（留学生含む）の職業紹介など



６．リーフレットのご案内

管轄ハローワークにあります。



６．リーフレットのご案内

厚生労働省HPよりダウンロードできます。
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本日のまとめ

・少子高齢化の影響で労働力人口が減少し、深刻な人材不足となっています。

・人材確保対策、国際競争力強化のため積極的に外国人材の受入が進んでいます。

・国際貢献の観点から「技能実習制度」や「EPA」による受入も進んでいます。

・外国人労働者を雇用した場合、ハローワークへ届出が義務づけられています。

・外国人労働者が十分に能力が発揮できるよう「外国人雇用管理指針」に基づいた

対応が求められています。

・不法就労者を雇用した場合、「不法就労助長罪」で罰せられることがあります。

・外国人労働者の受入に関して様々な関係機関が支援を行っています。



ご静聴ありがとうございました。

厚生労働省


